
中小企業再生支援・事業承継総合支援事業
令和4年度概算要求額 159.1億円（95.0億円）

（１）中小企業庁 金融課
（２）中小企業庁 財務課

事業の内容

条件（対象者、対象行為、補助率等）

事業イメージ

成果目標
（１）中小企業再生支援事業
 平成30年度～令和4年度までの5年間の成果目標：足下並みの低
い二次破綻率（再生計画策定支援完了後、3年のモニタリング期間
中に再度破綻した率）の実現を目指します。

（２）事業承継総合支援事業
 年間16.8万件の事業承継診断及び年間2000件の事業引継ぎに
より、事業承継・引継ぎの円滑化を目指します。

(1)中小企業再生支援事業 (2)事業承継総合支援事業

窓口相談（第一次対応）

再生計画等策定支援（第二次対応）

個別支援チームを
結成し、具体的な
再生計画の策定を
支援
関係金融機関等と
の調整

支援ニーズの掘り起こし

地域金融機関や商工団体等を通じた『事業承
継診断』を活用したプッシュ型の事業承継・引継
ぎ支援ニーズの掘り起こし
窓口での相談対応では、事業承継に関する相
談から課題を抽出し、ニーズを顕在化

『標準対応期間』に基づく定期的なフォローアップ、必要なアドバイスを実施

具体的な弁済計画
の策定を支援
関係金融機関等と
の調整
経営者保証ガイドラ
インに基づく保証債
務等整理

事業目的・概要
（１）中小企業再生支援事業
 各都道府県に置かれた「中小企業再生支援協議会」において、事業
の収益性はあるが、財務上の問題を抱える中小企業者等に対し、窓
口相談や金融機関との調整を含めた再生計画の策定支援を実施し
ます。また、事業再生が特に困難な場合には、個人保証債務の整理
に係る弁済計画策定等の経営者の再チャレンジ支援を実施します。

 令和4年度においては、人員の増強など協議会の体制拡充を維持す
るとともに、地域における再生人材の育成を図ることで、引き続き、コロ
ナ禍の影響を受けた中小企業者等への再生支援に万全を期します。

（２）事業承継総合支援事業
 各都道府県に置かれた「事業承継・引継ぎ支援センター」において、中
小企業者等の円滑な事業承継や引継ぎ（M&A）促進のため、支援
ニーズの掘り起こしからニーズに応じた支援までワンストップで行います。

 新型コロナウイルス感染症の影響も含め増加する支援ニーズに対応で
きるよう、センターの人員強化やM&A支援機関との連携を強化します。

 加えて、支援ニーズに応じて、経営資源引継ぎ型の創業や転廃業時
の経営資源の引継ぎについても支援します。

ニーズに応じた様々な支援

金融機関、仲介業
者等の登録機関へ
橋渡し
民間事業者等と連
携したマッチング支援
専門家派遣支援

事業承継計画策定
支援
専門家派遣による
具体的な課題解決
経営者保証解除に
係るサポート

面談や提出資料の分析を通じて経営上の問題
点や、具体的な課題を抽出
課題を踏まえた適切なアドバイスを実施
（※事業者の要望に応じ、事業継続アクションプランの

策定支援を含めた資金繰り支援も実施。）

必要に応じ、関係支援機関や支援施策を紹介

国 産業競争力強化法に
基づく認定支援機関等

委託
中小企業・
小規模事業者

相談対応等

引継ぎ先のマッチング
士業専門家の紹介

経営資源引継ぎ型
創業支援

後継者人材バンク
創業希望者へのセミナー

課題解決に向けたアドバイス

第三者承継（M&A）支援親族内承継支援

転廃業時の
経営資源引継ぎ支援

フォローアップ フォローアップ

経営者の再チャレンジ支援事業再生支援

（１）中小企業庁 金融課
（２）中小企業庁 財務課
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